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1 自己紹介1）
⑴ 現在，松山で弁護士をし，主に民事事件，刑事国選事件，家事事件を
扱っているが，登録したのは，平成22年5月であるから，それから丸8
年が経過したことになる。
法曹としてのキャリアのスタートは，裁判官であった。31年間裁判官
生活をし，平成21年12月に退官したが，退官の翌年となる平成22年5
月に弁護士事務所を開業した。
⑵ 裁判官は，民事畑，刑事畑と概ね2つに分かれるが，私は，長い裁判官
生活の中で，民事畑が長かった。しかし，刑事事件にも関与し，また，合
議体のある昔の甲号支部と言われる支部に勤務したこともあったから，家
事事件を始め広範囲の事件を扱う機会に恵まれた。2）
⑶ 裁判官在職中，「人生の後半に，一度は弁護士の経験をしてみたい」と
いう思いがあったので，定年の少し前に二度目の人生のスタートを切ろう
と思って退官した。
弁護士になってみると，弁護士の業務は，裁判官時代に想像していた以
上に大変であることを痛感している。それと言うのも，私は，1人で開業
したので，郵便局，法務局，市役所へ行くなど，訴訟準備過程も総て1人
でしなければならず，その間に法律相談を受け，書類を作成し，法廷へも
出るなど本来の仕事と雑用をこなすために，大変，体力がいることを痛感
している。しかし，1人の事務所というのも捨てがたい魅力がある。誰に
も遠慮することなく，自由な仕事スタイル，自由な時間をとれるところが
捨てがたい魅力である。
2 今日は，実務民事訴訟法などというもっともらしい題目であるが，内容は，
実務民事訴訟方法と言った方が適切かもしれない。あまりアカデミックな話
ではなく，実際の事件を通じての失敗談や成功談のようなものに過ぎないか
らである。
また，裁判官として民事事件を扱い，弁護士として民事訴訟を提起すると
いう，立ち位置の異なる視点から，実際的な訴訟の現場をお伝えできればと
思う。
その際，私は，実務家であり，研究者ではないので，理論を深めるとか，
突き詰めて考えるという姿勢ではない。民法，民事訴訟法を紛争解決のため
の基準，道具，ツールとして使う，という意識であり，法律の議論は，判例，
通説，多数説の限度で理解することとし，余り議論に深く立ち入らない，と
いう姿勢が長年の習性になっている。
そのようなことから，今日の話も，民事訴訟の方法，実情というようなこ
とでお聞きいただければよいと思う。
3 さて，民事訴訟というと，広くは，一般の民事訴訟事件の外に，行政事件，
家事事件，破産や民事再生，会社更生などの倒産法事件，民事執行事件，民
事保全事件，手形訴訟事件，少額訴訟事件，督促手続きなど範囲が広い。そ
して，一般の民事訴訟事件の中にも，民法関係の訴訟の外，会社法関係訴訟，
労働法関係訴訟，知財関係訴訟，手形訴訟等がある。人事訴訟は家裁へ移さ
れている。本日は，狭い意味の一般民事訴訟事件，民法関係の訴訟について
話し，余談として，それ以外についても，若干，触れて見たい。
早速，余談であるが，労働関係訴訟の中で，最近は，労働審判が設けられ
た。これは，争点が多岐にわたらず，証人も少数に留まり，3回の審判で結
論が出せるものを扱うという制度であるが，比較的早く解決されるため，そ
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の提起件数が結構多い。裁判官在職中には，解雇，パワハラなどが問題に
なっている事件が多かった。
それとは別に労働局に個別労働契約に基づく労働紛争の斡旋という制度が
ある。近時，裁判によらない紛争解決制度（ADR）が多数設けられたが，
労働局の斡旋制度は，それに近いものであり，結構，利用されている。斡旋，
和解が成立しないとき，労働審判を勧め，さらに次の労働事件訴訟へという
ルートができたように思われる。簡易裁判所の少額訴訟も結構利用されて
いる。（民訴368条以下）60万円以下の請求を扱う。年間に10件以下の件数
でなければならないという制限がある。
4 民事訴訟の運び
⑴ 弁護士が法律相談を受けると，訴訟にするか，示談で済ませるか，無理
な話であるとしてお引き取り頂くか，まず，振るい分け，選択をする。
この過程では，当事者からできるだけ詳しい事情聴取をする。
当事者は弁護士事務所へ相談にくる前に，当事者間でいろいろなやりと
りをし，感情的になっていることが多いので，あらゆることがごちゃ混ぜ
になって話されることが多い。そこで，適宜，整理しながら法律的な問題
点を意識しながら聞くが，これに時間がかかる。1時間から2時間，とき
には，2～3回に分けて話を聞くこともある。
⑵ 次に，聞いた話をまとめて法律的に構成できるか検討する。
ここでは，法律的要件があるか，という点が重点であるが，その他に時
効期間が経過していないか，管轄がどこか，等を注意する。
ア 管轄の点での失敗談であるが，転勤して来た人から相談を受け，自分
所有のマンションの管理を依頼していた不動産業の人が，入居保証金の
一部を着服していたのでその返還を求めて欲しいと依頼されて不法行為
による損害賠償請求事件を提起したところ，不動産会社と締結していた
契約書の末尾に，小さな字で合意管轄の約束があり，契約上の紛争に
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関する訴訟は不動産管理会社の本店所在地を管轄する裁判所にするとの
合意文言があった。しかし，不法行為であると安易に考えていたため，
小さな字の合意管轄の文字に注意力が足らなかった。心の底に，管轄違
いでも応訴管轄が生じる場合があるので，様子見という提訴の仕方もあ
るか，などという考えもあり，合意管轄の約定を深く検討する意識が欠
けていた。そこで，不法行為による損害賠償金支払債務は持参債務であ
るので，依頼者の現在いるところの裁判所でよいだろうと思い，現在地
の裁判所へ提訴したところ，相手方が契約上の紛争であり，合意管轄が
あると管轄違いの答弁をした。裁判所は被告の答弁を容れて管轄地へ移
送決定をした。
不法行為による損害賠償請求であるから，合意管轄は関係がないので
は，と軽く考えていたのが失敗であったが，裁判所の移送決定も，それ
でよいのかという一抹の疑問もあったので，とりあえず抗告をしてみた。
抗告の理由として，主張したのは，合意管轄の約束内容は，「契約上の
紛争については」合意した裁判所によるというものであるが，当該不法
行為は契約に起因するが，「契約上」の紛争ではないというものであっ
たが，契約から派生するものは「契約上の紛争」であるという理由で，
当方の申立は棄却され，結局，移送された。
その事件の訴額は160万円を超える高額であるから，原告としては，
遠隔地の裁判所へでも出て行くであろうが，小さな事件を例にして考え
ると，遠隔地の裁判所へ提訴しなければならないと，弁護士に委任して
遠隔地の裁判所へ提訴して勝訴しても得るところはないから，原告とし
ては，泣き寝入りになり，権利の行使ができないのではないかという素
朴な疑問があり，合意管轄を錦の御旗に，管轄違いと言うのには抵抗感
があった。しかし，その不合理であると思う根本は，管轄の合意自体に
あるのではなく，「管轄の合意」をどのように解釈するか，合意管轄の
解釈の仕方の問題のように思う。合意が明確な場合，例えば，「契約上
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の紛争又は契約に起因する紛争」などと明確に合意している場合は，そ
れによらざるをえないが，「契約上の紛争」などとして「合意」自体に
解釈の余地を残している場合は，事案の内容と照らし合わせて，狭い解
釈をして，当事者間の公平を図るべきではないかという疑問を抱いてい
る。
イ 法律要件を満たしているかを注意するというのは，近時，法律があら
ゆる分野で改正されているので，改正法を見過ごしてはいけないという
ことである。
⑴ 直近では改正民法により，時効期間が5年に統一されるとか，法定
利息が年3分に変更される等，重要な改正が予定されている。
⑵ その他，労働法の分野では，かつては解雇の自由があることを前提
に，解雇の効力を争う場合は，解雇権の乱用であるという構成をし，
乱用を主張する側がいろいろ主張，立証していたが，労働基準法の改
正とそれに続く労働契約法により，解雇をする場合は合理的な理由を
示すことが必要になり，それがない場合は，権利の乱用になると規定
されたため，解雇した側が合理的理由を主張，立証しなければならな
くなっている。ただし，実際の主張，立証責任は，法律の改正により，
大きく変わったことはないが，視点，意識が少し変わった。
ウ その他にも，時効期間の経過を注意するが，それと同じようなレベル
で注意しなければならない点があることを知る機会があった。
相続放棄の相談を受けた。父子だけの家庭で父が死亡したところ，父
の兄妹の1人が父より後に死亡し，子供や配偶者もなかったため，兄妹
姉妹に相続がおきた。死亡した父の兄妹は借金を残して死亡していたた
め，死亡した人の兄妹が借金を相続することになったが，依頼者の父は，
死亡した兄妹より先に死亡していたので，兄妹姉妹の代襲相続により，
死亡した父の子供である依頼者に借金が相続されようとしていた。この
場合，民法916条では，子が父の選択権を承継し，父の兄妹の相続を放
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棄，承認することができる，と規定され，その解釈として，子が父の相
続を放棄しない間には，父の兄妹からの借金相続を放棄することができ
るが，子が父の相続を先に放棄してしまうと，選択権の承継がないので，
兄妹の借金相続を放棄できない，と解説されている。3）
このような解釈によれば，うっかり，父の相続を放棄すれば良いと考
えて放棄すると，後に問題を抱えそうである。
しかし，翻って考えて見ると，民法936条は，相続放棄をすると「そ
の相続」については，最初から相続人にならなかったものとみなす」と
規定されているので，先の例でいえば，父の相続において放棄をすれば，
「その相続」すなわち，「父の相続」について相続人でなかったことにな
るだけであり，兄妹の相続では，放棄をしたことにはならないのではな
いか。父の相続を放棄した後，兄妹の借金の相続が起きても，兄妹の相
続について放棄ができるのではないか，と考えられる。
実際にも，父が死亡した後，父の兄妹が死亡するようなケースが多い
はずであるし，かつ，父の兄妹が借金を抱えているなどとは，知らない
ことが多いはずであるから，父の相続を放棄した後に，父の兄妹が借金
を残して死亡した場合に，代襲相続人として放棄ができないというのは，
実際の場合を考えると不合理であると思う。また，代襲相続人が放棄で
きないと考えるのは，父に承継された選択権が，父の相続を放棄するこ
とにより，消滅したからであるという考えが潜んでいるように思うが，
父の死亡時には，父の兄妹はまだ存命中で，相続は発生していないから，
その相続についての選択権は具体化されていないので，父の相続放棄に
より，父の兄妹の相続についての選択権が消滅したと考えるのが誤りで
ないかと思う。ただし，以上は，私の独自の見解かもしれない。
5 次に，訴状を作成して提訴するとなると，
ア 当事者の確定が必要になる。個人か会社かの確定，共同訴訟か，単独か，
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個人や法人の住所はどこか等が検討するべき事項である。
イ 当事者の確定をするとき，戸籍や住民票が必要になる場合がある。特に
人事訴訟は必要書類である。
そのとき，通常は，戸籍の記載にかなりの信頼性を寄せている。ところ
が，弁護士を開業して8年間で2件の戸籍訂正事案があった。
裁判所にいるときは，できあがった書類が提出され，そこから裁判所の
仕事が始まるため，それまでの弁護士の苦労，働きが分からない。
自分で戸籍や住民票を取り寄せて調べていると，戸籍の記載に誤りのあ
るケースに当たった。偶然と思うので，戸籍の誤りは，多分それほど多く
はないと思う。
誤りの例の一つとして取り上げるのは，戦争中，市役所も戦災に遭い，
戸籍など保管資料が消失した町では，戦後，当事者の申請で戸籍を作り直
していたらしい。その結果，養子縁組でできた親子であるのに，養父母の
実子として届けられていたケースがあった。養子として出て行った家の相
続人を探していたとき，養子先では実子として届けられていたため，同一
性が問題になり，戸籍訂正の許可を家庭裁判所へ申し出て，許可審判をし
てもらって戸籍を訂正したという件である。
二つ目は，結婚したときに，新しい戸籍を作った際に名前の一字を少し
替えた字（知子の字を智子）で届け出ていたが，離婚して元の戸籍へもどっ
たときは，元の知子の名前の字で記載されていたので，結婚，離婚を挟ん
で，名前の一字が少し違うという人がおり，結婚，離婚の前後で戸籍上，
同一性が証明できないという問題があった。幸い，実家と婚家の戸籍の比
較により，結婚，離婚の届け出での年月日や結婚相手の記載が同じ記載で
あったため，同一性に問題はないとして処理され，戸籍の訂正まで発展し
なかったという件である。
このようなケースでは，訴状を作成する過程で，調査の時間と費用がか
かる他，どのように対応するかで智惠を絞らなければならないという，書
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面の影に苦労話が隠れているが，訴訟ではそれが表面化することがないの
で，裁判官は，代理人弁護士の苦労が分からない。
ウ 訴訟代理権
簡易裁判所では，認定された司法書士にも訴訟代理権が認められた。た
だし，簡易裁判所の民事判決に不服がある場合，地方裁判所へ控訴するこ
とになるが，認定代理人は，控訴審での代理権が認められていない。控訴
されたり，控訴した後の引き継ぎを認定代理人の司法書士から依頼される
こともあるが，費用を考えて司法書士へアドバイスをするに留め，本人訴
訟の形式により，司法書士の側で書面を作成し，本人に裁判所への出頭を
させることを勧めたりしている。
また，地裁では弁護士代理が原則であり，支配人の訴訟代理権が弁護士
法違反として問題になったことがある。それは，かつて，消費者金融を相
手とする過払い金返還請求が多発していた時期に金融会社によっては，支
配人を選任し，弁護士でない支配人が会社の訴訟代理人として出席するこ
とが多くあり，非弁活動を禁じた弁護士法を潜脱する違法があると争われ
たことがあった。しかし，支配人の訴訟代理権も脱法的に使われるのでな
ければ違法とはいえない。
エ 外国人の扱い
近時は，日本に居住する外国人の事件も増えている。結婚とか，離婚な
どに関係する事件などは従来からあった他に，最近では相続に絡む事件が
おき始めている。
中国から来た女性が日本の男性と結婚していたが，子供がなかったとこ
ろ，日本人の夫が死亡して，中国人の女性が夫名義の不動産を相続してい
た。しかし，その女性も死亡したため，その不動産をどのように処置する
かという相談もあった。国際私法の分野の事件であるが，中国の相続法で
は，子供がない場合，兄妹が相続するが，日本の相続法と違って，兄妹の
相続については代襲相続がないことが分かり，兄妹の有無だけを調べては
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どうか，というような回答をしたものがあった。その手続きがその後，ス
ムーズに進展したかは聞いていないが，トラブルが発生した場合は，調停
をしなければならないと思うが，いずれにせよ，国際交流が盛んになりつ
つあるので，この種の問題が増えそうな感じがする。
オ 訴訟告知
かつて，交通事故による損害賠償請求訴訟を提起したときには，被告が
保険を掛けている場合，被告の保険会社へ訴訟告知をすることがよくあっ
た。近時は，それがなくなり，相手方個人を被告にして訴訟を提起すると，
相手方が契約している保険会社の依頼した弁護士が相手方につくので，訴
訟告知をするケースがなくなっている。
最近は，不貞行為を理由とする離婚や慰謝料請求が多い。この場合，不
貞行為はその相手と2人で共同して一方の夫婦関係を侵害したとして，共
同不法行為と考えられているので，不貞行為の1人が慰謝料請求を受けた
場合は，不真正連帯債務者の1人に対して請求されていると考え，他方に
対して，訴訟告知をし，賠償を命じられた場合，責任を分担してもらう旨
を予告しておくと，賠償を命じられた後の始末がし易いし，途中で和解を
する場合にも，利害関係人として参加してもらい，慰謝料の額を調節して
もらうことができる。
6 訴訟提起の後，第一回弁論期日が指定される。
ア 地裁では，私の在職当時1人の裁判官に新件が月に10件前後配点され
ていた。そのうち，2～3件くらいの割合で欠席判決，又は，被告が出席
したうえ，原告の請求を認める事件がある。認諾又は判決することになる。
例えば，金銭の支払い請求で，直ちに支払うことができるなら認諾でもよ
いが，今手持ちがないので直ちには支払えないが，原告の主張は認めると
いうとき，証拠調べをせずに判決をする。請求原因事実について自白があ
るので，証拠調べをする必要がなく判決をする。
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この場合，調書判決ができるようになった（民訴245条）。刑事手続き
では以前から認められていたやり方であるが，判決書を作成しなくてよ
い。手間暇が省かれ，本来の争っている事件の判決書の作成に時間を多く
かけることができるようになった。
イ 当事者が出席し，争う場合，弁論準備期日が指定される。
弁論準備期日の概略
法廷ではない，準備手続室で行い，電話会議の方法でもできる。原則と
して非公開である。期日前に当事者から準備書面を提出させ，争点を整理
し，証拠を整理する手続きであり，1か月に一回くらいの頻度で1回～6
回くらい開かれ，半年前後で主張や証拠が整理される。
弁論準備期日においては，「争点は何か」，「その点の証拠調べは書証で
足りるか，人証によるか」，「何人の人証が必要か」，「尋問時間はどれくら
いかかるか」，などを打ち合わせる。
当事者の一方が遠隔地の場合，一方が出頭し，他方が事務所に待機して
電話会議による弁論準備をする。
電話会議が導入される以前は，遠隔地といえども代理人が出張して出頭
していた。そのため，県外の人との間の訴訟は，時間と費用を掛けてでも
したいという程度の大型案件でなければやりにくいというのが実情であっ
た。
近時は，電話会議が利用できるため，遠隔地の事件でも訴えが可能とな
り，或いは被告として原告の土地まで行かなくても対応できるようになっ
た。
私も，開業して8年が経過したが，その間，6件くらい他の県で起訴さ
れた事件の被告代理人として，或いは，他の県の裁判所へ原告として起訴
するという，県を跨いだ事件を扱った。今後もこのような事件が増えると
思われる。
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弁論準備手続きの実際の運用
弁護士が当事者から相談を受けて，訴訟提訴に踏み切る場合は，当事者
一方の話を聞くだけで，相手方からの情報がない。本人は，大なり，小な
り，思い込みや誤解があるまま，場合によっては，自分に不利な事情を伏
せたまま，弁護士に説明するため，弁護士は，その話をふるいにかけて，
法律的に取り上げられるか検討した上，訴訟を提起するのだが，それで
も，事実がそのとおりであるか，分からない。本人を信用しないと，信頼
関係が結べないから，一応，本人の主張を前提に法律構成をする。
訴えを提起すると訴状が相手方へ送られ，相手方から答弁や反論が出
る。それによって，最初に考えていたストーリーと若干，異なる筋が見え
てくることがある。そのため，何回か準備書面を交換することにより，当
方の主張に対する反論を聞きながら，軌道修正をしていくことになる。こ
のようにして，双方の主張する争点が浮き彫りになる。そして，争点を証
拠によって調べることになる。
従来も，弁論期日が何回も開かれ，準備書面の交換がされて徐々に争点
が決まるという進行方法が採られていたが，法廷で書面の交換をするだけ
で，ものの数分で期日が終了するという，かなり形式的な進行であった。
現在は，弁論期日とは別に，弁論準備期日という新しい期日が作られ，そ
れに応じて，裁判官も，書面の交換に立会するだけでなく，中身に立ち
入って交通整理を始めた。その結果，当事者の意識も，争点と事情の区別
を明確にするという意識が芽生えている。
ウ 弁論準備が終了すると，和解の打診があり，和解ができれば，訴訟が終了
するが，和解ができない場合は，証拠調べをして判決へ向けて進行する。
7 和解について
⑴ 和解のメリット
和解は，互いに互譲し，つまり譲り合い，原告，被告が共に，要求額，
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要求水準を下げて，妥協点に到達する手続き。
民事事件は，証拠裁判であるから，証拠の多寡によって，勝敗が決まる。
正しいと思う当事者も証拠が無ければ，勝てない。また，極論すると，証
拠の割合が6対4とか，5．5対4．5の場合も，僅差で勝敗が分かれる。負
けた方は，ある程度の証拠がある場合，納得がいかないので，判決が出る
と控訴することになる。
しかし，当事者にとっても，控訴をすると費用がかかるし，控訴審へ向
けて控訴理由を考えて書類を作成したりする準備をしなければならない。
これがまた，一苦労である。
双方に言い分があるときは，話し合いにより証拠の多寡という実態に
沿って，6対4とか5対5で決着する方が実情に合う。また，勝敗が決ま
ると敗訴側の気持ちの負担が大きいので，微妙な事件の場合は，判決を避
けた方がよい。或いは，肉親，親戚関係のある当事者の間では，白，黒決
着をつけると感情的に納まらない場合がある。
このような色々の事情により，当事者は，判決ではなく和解を望むこと
が多い。
裁判官としても，判決の苦労を免れるうえ，担当裁判官の事件処理にも
大きく影響する。毎月新件が10件前後，配点されるから，それと同じく
らい事件を終了させなければ，手持ち事件が溜まるだけとなる。しっかり
した理由を書く判決は，月に2～3件くらいであるから，毎月一定数の事
件を和解で終了させなければならない。
また，判決した後，控訴されると，高裁へ記録を整理して送るという書
記官の仕事が増えるが，和解であれば，これらから解放される，というメ
リットもある。
事件の当事者双方から，一応受け入れられ，裁判官，書記官の負担を軽
減するということが，和解の最大のメリットである。
裁判官の中には，「民事裁判においては判決をするのが裁判官の最大の
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仕事であり，和解は，サブ的なものに過ぎない」という人が，かつては多
かった。しかし，最近は，和解の重要性を再認識する人が増えていると思
う。私は，個人的には，和解がメインであり，判決は，和解ができない場
合にやむをえずするものと考えている。
⑵ 和解のテクニック
ア 和解は，裁判官が間に入ってする当事者間の話し合いであり，交渉事
であるから，それなりのテクニックが必要である。
裁判官としては，和解の成立に向けて，双方の主張を肯定するだけで
は，妥協点を見いだせない。和解は互譲であるから，双方に譲ってもら
う必要がある。
一方，当事者側に立ってみると，和解の席で裁判官から弱点を指摘さ
れると，かなりショックを受ける。被害意識だけでなく，裁判官の記録
の読み方が足らない，事実の見方が誤りである，などの不満を抱くこと
になる。しかし，裁判官は，双方から歩み寄りを求めるため，双方へ辛
い説得をしているのであるから，あまり被害意識を抱かないことが精神
衛生によい。
また，当事者も，多少の駆け引きがあるものの，頑固に自己主張をし
続けると妥協点が無くなるので，引き際を考えなければならない。裁判
官は，双方の胸の内を推し量りながら，妥協点へ誘導しなければならな
い。このように立場の異なる者の間での話し合いだから，そこでは，論
理的な説得方法，相手方の本音の推測力，ものの言い方など，いろいろ
なテクニックが必要になる。
イ 裁判官が心証を披瀝すること
和解の場で，裁判官が当事者を説得する一番の効果的な方法は，事件
に対する裁判官の心証を披瀝するやり方である。
敗訴が予想される側，不利な状況にある側には，その旨を言って，
「強く主張するだけではだめである」と説得する。
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以前には裁判官が和解の場で心証を披瀝することは良く思われず，心
証を出さないまま，和解をするというケースが多かった。そのため，和
解の成立率も低かった。
しかし，民事事件は，判決より，和解で解決した方が実情にマッチし
ているという認識が共有されるようになり，和解を成立させるために
は，心証も披瀝した方がよいという風潮になってきた。
審理の途中で，心証を披瀝するため，証拠調べを終了して判決をする
とき，和解で披瀝した心証と異なる結論になるときもある。その場合は，
黙って判決すると，「和解の時に言ったのと違うではないか」と不利益
側から文句が出て控訴される。そこで，和解の時以降に心証が変わった
ときは，当事者にその旨を伝え，再度和解の機会を設けるということが
必要になる。私も一度，そういう事態になったことがあった。
ウ 和解勧試の時機
審理の途中で心証を披瀝すると，判決時期の心証と異なるような場合
があるため，そのような不都合を避けようとして，証人尋問など，必要
な証拠調べを尽くしてから和解をする裁判官もいる。
しかし，それでは，おおかた勝敗が分かった段階であるから，判決に
近い和解内容にならざるをえず，当事者の納得感を得られない場合もあ
る。和解を勧めるタイミングを見つけるのは，裁判官の実務経験の長短
によると思う。ベテランになると，双方の主張が出そろった時期に，あ
る程度の勝敗を予想して和解を勧めることが多くなる。当事者には勝敗
が明確に意識されない時期であるから，弾力的に譲り合うことができる
ので，和解も成立し易い面がある。
要は，和解を勧試する時期も訴訟の中頃でするか，終盤でするかとい
う，時期を考えなければならない。
エ 裁判官及び当事者の人柄
和解は，交渉ごとの一つ，いわばディールであるから，当事者，裁判
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官の人柄，駆け引きなどが無視できない要素である。
人柄の問題とは，裁判官や当事者の態度も微妙に和解の成否に影響す
るということである。言葉使いや，物腰が自然でなければならない。相
手に，上からの目線を感じさせたり，反感を抱かせてはいけない。取っ
て付けたような姿勢を感じさせる人もいるが，これも言葉の信用性を落
とす場合がある。
要は，人柄であり，自然な振る舞いができるか否かが，裁判官や当事
者のそれぞれの言葉に対する信頼性の基になる。
オ 和解には，少し変わった利用の仕方がある。
親族間の争いの場合，話を聞いていると，背後に遺産分割の合意がで
きていないために争いが起きていることが推測されるような事件があっ
た。
そのとき，遺産分割は，家庭裁判所で調停，審判をしなければならな
い事項のため，地方裁判所では話し合いができないのではないかという
問題が起きた。
しかし，和解の中では，事実の確認をすることができる。そこで，裁
判官が和解手続きの中で遺産分割の協議の仲介をして合意ができたた
め，遺産分割の協議が成立したことを確認するという事実の確認条項に
し，その和解条項を登記原因証書にして不動産の相続登記をしてもらっ
たというような例がある。その際に，原告被告の当事者以外に相続人が
いる場合は，利害関係人として和解に参加してもらうことになる。
これらについては，訴訟の対象ではない事項について和解ができるの
か，とか，利害関係人は訴訟の当事者ではないから和解に入ってこれる
のか，という問題があるが，いずれも，その部分については起訴前和解
であるとして説明されている。
実 務 民 事 訴 訟 法 253
8 証拠調べ
弁論準備手続きが終了し，和解も成立しない場合，或いは，和解を後にす
ることにして，証拠調べが行われる。その内容は，書証と人証の取り調べ，
それに検証，鑑定などがある。これらは，いずれも証拠申出書や証拠説明書
を提出する必要がある。
⑴ 検証の必要と，その現実
土地の境界，所有権の範囲の確認などが争点の場合，図面と写真が必要
であるが，それだけでは，紛争の実態がわかりにくい。百聞は一見にしか
ず，実際に見てみる必要がある。
検証という正式な手続きをすると検証調書を書記官が作成しなければな
らない。これは書記官にとっては，慣れない仕事であるうえ，図面を作成
したり，写真を撮るなどしなければならないため，敬遠されることがある。
裁判官も外出する時間を取りにくい。このような事情から，検証を積極
的にやろうとしないことが多い。
しかし，それでは，争いの実情が分からず，事実認定がもれなくできる
か疑問である。また，現地へ行くと和解のポイントを摑み易い。例えば，
写真や図面では，かなりの広さのように思えても，現地を見ると，僅かな
面積であったりして，それなら喧嘩することもないではないかと，和解を
勧める契機を摑める。
しかし，実際には，検証が敬遠されがちである現実を前提にどうするか
と言う問題がある。
検証を申請して現地を見てもらい，当日，現地で取り下げる。申請して
交通費とか日当が計算されて支出が確保されたのち，現地で，又は帰って
速やかに取り下げると調書の作成が不要になるので，比較的，採用され易
い。しかし，判決をする際には，検証調書がないので，控訴された場合，
高裁の裁判官に原判決の認定，判断がよく理解されるか疑問が残るという
問題はある。
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⑵ 間接事実の認定
日常の取引や請負契約では，当事者の合意が書面化されていない場合が
多く，口約束で処理されていることが多い。訴訟の場では，法律要件に該
当するか否かを判断するとき，書面がない場合は，いきさつから判断する
必要がある。時系列に当事者間の出来事を認定して，その中の間接事実を
積み上げて合理的な一つのストーリーが構成されたとき，その中での一部
が法律要件に該当すると判断できる場合がある。
そのため，「事情」と言って，周辺の事実を細々主張し，認定する作業
になる。色々な書面や，証人の証言によって認定するが，交互尋問により
証人や本人を尋問すると，事実が浮かび上がってくることが多い。その意
味では，交互尋問は優れた方法と思う。
主尋問と反対尋問，再主尋問，再反対尋問と続けるが，それをして，後
に証言をよく検討すると，まるで「見てきた」かのように事実が浮かび上
がる。少しオーバーな言い方ではあるが。
これに対して，国会で行われている証人尋問は，証言拒否権を行使した
り，証言の間に時間が空き過ぎるとかの他に，質問内容が少し練れていな
いのではないかと思われることもあり，事実を浮かびあがらせるまでには
至っていない。裁判所の証人尋問は，それとは違う。
⑶ 民訴248条の扱い
最近，交通事故の損害賠償請求事件を扱った際，自転車に乗っていて自
動車に衝突された被害者が，路上に倒れて，自転車が壊れ，上下の衣服，
下着が血に染まり，靴や時計が壊れたという事件で，被害品の価格を特定
しなかったところ，損害賠償請求では，被害とその額を原告が主張し，証
拠を提出しなければいけないという反論が出た。
原則はそのとおりであるが，中古品について，いちいち市場価格を調べ
て主張するのは，労多くして益が少ない。多くの場合，面倒であるとして，
損害額に計上せず，慰謝料で斟酌して欲しいと考えるのが，従来のやり方
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であった。
最近，民訴法248条が新設されたので，これが使えないかと思い，主張
してみた。
248条については，「損害が生じたことが認められる場合において，損
害の性質上，その額を立証することが極めて困難であるとき，裁判所は口
頭弁論の全趣旨及び証拠調べの結果に基づき，相当な損害額を認定するこ
とができる」と規定されている。
この規定を巡り，権利の実現を容易にするために，損害の証明度を下げ
たものと考える見解や裁判所の裁量による評価を認めたとする裁量評価
説，その両方を含める折衷説などがある。一方，安易に証明責任を軽減す
るべきではないという見解もあろうと思う。つまり，新設された法規の適
用を狭くするか，広く認めるかという見解の対立もあると思う。
実際の例として教科書などで紹介されるのは，火災によりあらゆる財産
を消失した場合に一つ一つの損害の証明を求めていては救済できない，と
か，幼児が死亡した場合の生存していた場合の得べかりし利益の証明が統
計学的な推論でしかない，すなわち，既に実務上では，裁量による認定に
近い損害の認定がされているではないか4）というものであるが，このよう
な典型的な例の他にも，身近な問題があるのではないかと思い，248条の
適用範囲を探る意味で主張した。
中古品の市場価格が判明せず，購入した年月日も不明という時，具体的
には，当事者の主張するおおよその購入金額を基に，1割～5割の価格を
推測するというやり方をすればよいのではないかと考えているが，それは，
裁判所の裁量により損害額を決めるという説の考え方になると思う。
⑷ 損害賠償請求の訴訟物，因果関係
地方の裁判所では損害賠償事件が多数を占めている。その中で交通事故
による損害賠償請求が損害論の多数の論点を含んでいる。その中に，弁護
士費用の問題がある。
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不法行為を理由とする請求の場合は，簡単に弁護士費用が相当因果関係
の範囲内の損害であるとして，認められるのに，債務不履行では，これが
認められないことが多い。特別事情を立証すると認められる場合もあるが，
少ない。これなども，相当因果関係の問題なら，不法行為か債務不履行か
で区別をする理由がないのではないかと思う。
最近，親戚から頼まれて県外で訴訟を提起した建築関係訴訟がある。コ
ンクリートの地下室を造り，その上に木造2階建ての家を建築する工事に
着手したところ，地下室部分のコンクリート工事を失敗して，ジャンカと
言う隙間が多数できてしまい強度を保てないことになった。そこで，建築
会社が地下室部分を解体して作り直そうとしたものの，解体工事の振動と
騒音が1，2か月続いたため，近隣から苦情が出された。近隣へのお詫び
や説明が不足していたため，隣人の協力が得られず，隣接地を少し借りて
型枠を作る工事を再開できず，全体の工事が遅れてしまい，完成まで2年
遅延したという事件であるが，単なる債務不履行であれば，慰謝料請求や
弁護士費用の請求が認められ難いため，債務不履行の主張に併せて不法行
為構成もしてみた。その理由は，近時，最高裁判所判決で，建物の安全性
を損なうような瑕疵のある建物を建築した場合は，建築業者に不法行為責
任を認める判例が出た5）から，完成した後に瑕疵が発見されて，その建築
が不法行為であるというなら，安全性に問題のある建物を建築している途
中の段階でも，いわば不法行為の実行行為が始まっているのであるから，
建築を中止して解体するまでの期間は不法行為として捉えられるのではな
いか，と考え弁護士費用や慰謝料請求を加えた。
しかし，翻って，根本的に考えると，債務不履行の場合も，弁護士費用
や慰謝料請求を事案により緩やかに認めるべきでないか，特別事情として，
狭い範囲でしか認めないという考え方が改められるべきではないかと考え
ている。
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9 判決 当事者の満足，納得
判決は，通常，判決書を作成するが，この作業がかなり負担であり，精神
的，身体的に疲労する。
事実の認定作業は，当事者の準備書面，書証，証人尋問，本人尋問などか
ら多角的に認定していく。つまり，一つの事実について，多くの証拠，証言
がどのようになっているかを検討して認定する。これにはかなり時間がかか
る。当事者の代理人としては，依頼人の言い分だけを聞いて，それを述べれ
ばよいのだが，裁判官は，そうはいかない。双方の言い分，証拠を見て，認
定して行く。
通常，直接証拠は少ないため，間接証拠により，間接事実の認定を積み重
ねて，その事実の総合により，主要事実を認定する。
この間接事実の評価の仕方によって，判決の説得力があるか否かが決まる。
判決を読むと，理由に説得力が無い，何かおかしい，と思うとき，控訴にな
る。
10 控訴
高裁民事は，通常民事事件の控訴審，簡易裁判所が一審の民事訴訟事件の
上告審，抗告（家事事件，執行事件，保全事件）があり，私は，裁判長と陪
席裁判官が3人の構成からなる部に配属された。そのころ，毎月，主任裁判
官1人に通常の控訴事件が6～7件と抗告や上告を併せて10件足らずの新
件が配点されていた。毎月これと同数の事件を解決して行かなければ，手持
ち事件が増える。そこで，1週間に控訴事件や抗告事件を1～2件処理する
必要があった。
⑴ 件数だけを考えると，高裁の大変さが分からない。1審では，1件の事
件が訴状から始まり，答弁書，準備書面の交換が1か月間隔で進行するた
め，月に10件前後の新件を配点されても，事件の内容を順々に時間をか
けて把握できる。しかし，高裁では，一審が数ヶ月かけて審理し，書面が
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出そろった状態で判決したものが，一件として配点されるので，記録を一
度に全部を読んで理解しなければならない。それに加えて，4，5日に1
件の割合で判決や決定を起案しなければならないため，毎日が記録読みと
起案に忙殺され，身体的にかなりの負担であった。高裁では，通常，双方
から書面が出ると，1，2回弁論期日を開いて審理し，判決か和解をする
ことが多かった。
記録の読み方は人により方法が異なるらしいが，私は，判決を読んでか
ら，争点を知り，その上で争点を意識しながら書証や証人尋問の証言を読
み，準備書面を読むという順にしていた。変更する必要のある判決は，判
決を読んだ段階で違和感のある部分がある。違和感とは，前後に矛盾があ
る，とか，説得力不足，判断の遺脱などである。
そして，変更の必要があると考えた場合は，和解を勧めていた。事実の
認定は控訴審までで，上告審では法律論しかできないため，和解を勧める
と，かなりの件数が和解できた。
⑵ 控訴審の判決は，全面的に書き改めることは少なく，一審判決の引用が
認められているため，一部を変更し，残りは一審判決のとおりであるから，
これを引用するという判決が多い。しかし，裁判官の事件処理の実情が上
記のようなものであるから，全面的に書き改める時間がないので，しかた
が無い。6）
注
1）冒頭，司会者（本学法学部教授・遠藤泰弘氏）から次のような紹介があった。
皆さんこんにちは。今日は，高松高裁はじめ長らく裁判官として活躍し，その後，松山
で弁護士をされている髙橋正先生にお越しいただいて，民事裁判官としてのご経験の中か
ら「実務民事訴訟法」という形で，民事訴訟の実態をご講演いただく為に研究会を開催致
しました。それでは，早速ですが，髙橋正先生よろしくお願いいたします。
2）支部について 地方裁判所家庭裁判所設置規則平成元年改正（平成2年3月）までは，
甲号支部（同支部では，合議体（3名の裁判官による合議体）における裁判が可能である
実 務 民 事 訴 訟 法 259
ので，「本庁のみ事件」を除くすべての事務が可能になる。）と乙号支部（単独裁判官で処
理できる事件のみ事務が可能となる）の区別があったが，現在ではこの区別は廃止されて
いる。しかし，上記規則の改正後も，旧乙号支部では合議事件を取り扱ってはいない。「本
庁のみ事件」とは，上記規則1条2項によると，上訴事件と行政事件である。上訴事件と
は，簡易裁判所が一審となった民事事件は，地方裁判所が控訴審として審理をする。労働
審判事件に関しては，法律規則による制限はないが，同制度導入の際（平成18年4月運
用開始）労働審判員にふさわしい人材を相当数確保する必要があることに加え，労働審判
手続きの専門性・特殊性等の観点から，当分の間は地方裁判所本庁において労働審判事件
を取り扱うことが相当であると考えられたため，各地方裁判所において，労働審判事件を
本庁においてのみ取り扱うこととする旨の事務分配が定められた。しかし，平成18年4
月以来，各庁において事件処理のノウハウが一定程度蓄積されているから大規模支部を中
心に労働審判事件の取扱庁の拡大が検討され，その結果，平成22年4月から東京地裁立
川支部及び福岡地裁小倉支部において，労働審判事件の取扱いが開始された。また，近
時，単位弁護士会の決議や市町村議会の意見書のほか，一審強化方策地方協議会（＝一審
協）や弁護士会支部サミットの議題として取り上げられるなど，労働審判事件の支部実施
についての要望等の動きがあり，平成26年9月以降，最高裁が日弁連と協議を重ねてい
たが，その結果，最高裁は，平成28年1月18日，平成29年4月から静岡地裁浜松支部，
長野地裁松本支部及び広島地裁福山支部において，労働審判の取扱いを開始することが発
表された。
3）遠藤浩＝川井健＝原島重義＝広中俊雄＝水本浩＝山本進一編［石川利夫］『民法（9）』
第4版増補版（有斐閣双書，2005年）148頁，谷口知平「相続（2）」谷口知平編『注釈民
法（25）』（有斐閣，1970年）333頁，谷口知平＝松川正毅「相続（2）」谷口知平＝久貴忠
彦編『注釈民法（27）』補訂版（有斐閣，2013年）477－8頁。
4）伊藤眞『民事訴訟法』第3版4訂版（有斐閣，2010年）323頁，第5版（有斐閣，2016
年）363－4頁。
5）最判平23・7・21判時2129号36頁，判タ1357号81頁。
6）講演後，司会者より，「髙橋先生ありがとうございました。実体験を元に，教科書の読
み方とか，民事裁判実態等について，体験を交えながらお話いただきまして，非常に vivid
に伝わりました。それでは，質疑応答に入ります」とのまとめの後，次のような質疑応答
があった。
【質問】私は，日頃，刑事部の裁判官の方とはお話することがありますが，長く民事を担当
された裁判官とお話させていただくことは初めてです。印象が違うと感じたのは，例えば，
民事裁判では，「背後にある関係性を含めて和解をする」というような，判断者の柔軟性が
必要であるという話を強調されていた点であり，ここに，刑事裁判官の方とは異なる視点が
あるように感じます。そして，民事裁判では，「柔軟性を有する判断者」としての「裁判所」
が前提としてあり，背景には，「裁判所には社会的な関係性を復元する再生力がある」とい
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う趣旨を含んでいるのではないかと思いますが，この点に関して，法社会学的視点からも捉
え直してみると，さらに興味深いご議論になるのではないかと感じました。
ところで，冒頭の民事裁判官と刑事裁判官の違いについてですが，共にご経験のある先生
から見て，両裁判官の違いがあるとすれば，それはどこにあるのかについて，お伺いしたい
と思います。
【髙橋先生】私は，民事も刑事も担当しましたので，自分自身では差は感じていませんでし
たが，民事は範囲が広く，しかも学生時代に勉強する範囲は，そのうちの一部ですので，後
はその場で考えてやらなければならないので，かなり柔軟な対応，場合によっては独自の発
想が必要になってくるような分野です。一方，刑事は，裁判官としての判断は枠組みが決
まっていて，そこから外に出られない，逆に出るといけないというところがありますから，
そこら辺の違いでしょうか。
その結果，法定ツールに関する意識も，刑事畑は「極めて厳しい」，民事畑は，「まあまあ
それはいいでしょう」というような「比較的緩い，ルーズなところもある」ようです。しか
し，最近は見直しがされており，民事も厳格なやり方に代わってきています。かつては，準
備書面なども期日を遅れて出しても，何も言われなかったのですが，最近は遅れて提出する
と怒られます。事前に書記官から何日ですと言われて慌てて作ったりします。私が現役の頃
に比べると様変わりしています。
【司会者】まだ，質問もあるかと思いますがお時間になりましたので，今日の研究会はここ
までです。髙橋先生ありがとうございました。
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